
実施者名 
新潟商工会議所（法人番号 6110005000887） 

新潟市（地方公共団体コード 151009） 

実施期間 令和 7年 4月 1日から令和 12年 3月 31日 

目標 

➀経営力向上と経営基盤強化支援。 

②新たな販路・人脈拡大を図り、取引拡大につなげる。 

③資金調達や資金繰りを改善し、安定的な経営につなげる。 

④円滑な事業承継により、技術・技能の伝承を守り、地域の雇用維持、活性化

を図る。 

⑤小規模事業者の適正な従業者数を確保し、円滑な経営につなげる。 

⑥事業所の成長に不可欠な人材を育成し、中小企業の発展につなげる。 

⑦創業者の増加により、新規出店、新事業の展開を図り、雇用の創出や地域の

活性化を進めるとともに、成長段階に応じた伴走型の支援によって安定した

事業継続につなげる。 

 

事業内容 

3.地域の経済動向調査に関すること 

①各種景況調査の実施 

②地域特性調査の実施 

4.需要動向調査に関すること   

①国内外商談会などでの需要動向調査 

5.経営状況の分析に関すること 

①経営分析を行う事業者の発掘（経営分析セミナーの開催） 

②経営分析 ツールや経営カルテ支援システムを活用した経営分析、分析結果

のフィードバック 

6.事業計画策定支援に関すること 

①事業計画策定セミナー、個別相談会の開催 

②創業セミナー等の開催 

7.事業計画策定後の実施支援に関すること 

事業計画を策定した事業者に対する定期的かつ継続的なフォローアップ 

8.新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

① 展示商談会などへの 出展支援 

②ビジネス情報交換会などの開催 

連絡先 

新潟商工会議所 中小企業振興部 経営相談課 

〒950-8711 新潟県新潟市中央区万代島 5-1 万代島ビル 7 階 

電話：025-290-4411 FAX：025-290-4421 

E-mail:soudan@niigata-cci.or.jp 

 

新潟市経済部産業政策・イノベーション推進課 

〒951-8554 新潟県新潟市中央区古町通 7 番町 1010 番地 

電話：025-226-1610 FAX：025-224-4347 

E-mail: sangyo@city.niigata.lg.jp 
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（別表１） 

経営発達支援計画 

経営発達支援事業の目標 

１．目 標  
（１）地域の現状及び課題 
①現 状  

  

ア．新潟市の概況 

新潟市は、新潟県の北東部（下越地方）に位置する県庁所在地かつ政令指定都市であり、北陸・

上信越・甲信越地方の中心的都市となっています。市域は中央区・東区・西区・南区・北区・江南

区・西蒲区・秋葉区の８区から構成され、官公庁や多くの企業が中央区に集積しています。 

国際空港や港湾、新幹線、高速道路網などが整備された交通拠点であると同時に、国内最大の水

田面積を持つ大農業都市でもあるという、他の都市には見られない特徴を兼ね備えており、平成19

年の政令指定都市移行後は、市民・地域と行政が協働で自立したまちづくりを目指す「地域と共に

育つ、分権型協働都市」、都市と自然・田園が調和するまちづくりを目指す「大地と共に育つ、田

園型拠点都市」、国内外に貢献する活力あるまちづくりを目指す「世界と共に育つ、日本海交流都

市」、市民・地域・行政のバランスのとれた役割分担の中で、質の高い暮らしづくりを目指す「安

心と共に育つ、くらし快適都市」、大人から子どもまですべての人が育ち活躍するまちを目指す「市

民が共に育つ、教育文化都市」の都市像のもと、これまでにない政令指定都市として発展を続けて

います。 

また、平成26年には、「大規模農業の改革拠点」をテーマとした国家戦略特別区域に指定されて

います。 

 

＜新潟市の位置図＞ 
 

 
 

 

 

現在の人口は、762,475人（住民基本台帳、令和6年10月末日現在）で、平成17年にピーク（813,847

人）を迎えて以降減少が続いています。将来人口の予測では令和12年には77万人を、令和27年には

70万人を割る見込みとなっており、加速度的に少子高齢化が進行する見込みです。 

なお、新潟市では、令和5年度から令和12年度までの8年間における目指す姿（都市像）の実現に

向けた施策などを示す計画「新潟市総合計画2030」を策定しており、まちづくりの理念と都市像を

以下の通り示しています。 

 

 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%96%B0%E6%BD%9F%E7%9C%8C
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8B%E8%B6%8A%E5%9C%B0%E6%96%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E9%83%BD%E9%81%93%E5%BA%9C%E7%9C%8C%E5%BA%81%E6%89%80%E5%9C%A8%E5%9C%B0
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E5%8C%97%E9%99%B8%E5%9C%B0%E6%96%B9
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E4%B8%8A%E4%BF%A1%E8%B6%8A
https://ja.wikipedia.org/wiki/%E7%94%B2%E4%BF%A1%E8%B6%8A%E5%9C%B0%E6%96%B9
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＜新潟市のまちづくりの理念＞ 

みんなで新潟市の強みを活かし、人口減少時代に躍進する、 

『活力あふれるまちづくり』、『持続可能なまちづくり』を進めます 

＜目指す新潟市の都市像＞ 

『田園の恵みを感じながら 心豊かに暮らせる 日本海拠点都市』

 
【新潟市の人口】 

 
（資料：新潟市） 
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【新潟市の年齢別人口の推移・推計】 

 
 

イ.新潟市の経済動向 

ａ.景況について 

新潟市景況調査（市内民営事業所を対象）によると、令和6年1～3月期の業況感を示した業況

BSI（「良い」-「悪い」）は▲14.4と、令和5年10～12月期の▲18.2から3.8ポイント改善しまし

た。続く令和6年4月～令和6年6月期は▲16.6と、同年1～3月期から2.2ポイント悪化しています。

足元の令和6年7～9月期は▲20.0となり、同年4月～令和元年6月期からさらに3.4ポイント悪化す

る見込みとなっています。先行きについてみると、令和6年10～12月期は▲21.3と、同7～9月期

から1.3ポイント悪化する見通しとなっています。 

ｂ．倒産件数等について 

倒産件数をみると、新潟市では、平成28年から前年比減少が続いていたが、令和4年に増加し、

26件となりました。負債金額をみると、新潟市では大型倒産案件の発生により、令和2年が616

億円と最も多く、令和4年は69億円となっています。 

ｃ．雇用について 

令和 5年度（平均）の新潟県の有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）は、

1.53倍と前年度の 1.59倍から 0.03ポイント減少しています。新潟市内を管轄する各ハローワ

ークの有効求人倍率（新規学卒者を除きパートタイムを含む全数）は新潟管内で 1.83倍と 0.07

ポイント上昇しています。 

【雇用の推移（有効求人倍率）】 

    年度 

区分 
令和 1年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 令和 5年 

全 国 １．５５ １．１０ １．１６ １．３１ １．２９ 

新潟県 １．１７ １．２２ １．３１ １．５９ １．５３ 

新潟管内 １．４１ １．４３ １．２９ １．７６ １．８３ 
資料：ハローワーク統計 

 

ｄ．産業構造等について 
〇総生産額 

令和２年度の市内総生産額（名目）は約3兆1,422億円。産業別にみると第3次産業が約2兆

4,494億円と約8割を占め、第2次産業が約6,437億円、第1次産業が約320億円となっています。 

〇事業所数及び従業員数 
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市内の民営事業所数については、令和3年は32,995事業所となっており、産業別構成比をみ

ると第3次産業が8割を超え、中でも「卸売業，小売業」が26.0％と大きな割合を占めています。

次いで「建設業」(10.7％)「宿泊業、飲食サービス業」(10.4％)、となっています。 

従業者数の産業別構成比についても第3次産業が約8割を占めており、なかでも大きい割合な

のは「卸売業、小売業」(22.1％)、「医療、福祉」（14.6%)となっています。 

また、「令和3年経済センサス-活動調査（確報）」より、中小企業基本法による定義（従業

者数要件のみ適用）に準じて本市企業の規模を推計すると事業所数全体の98.7％（うち小規模

企業64.5％）、従業者数全体の77.6％（うち，小規模企業18.7％）を中小企業が占めています。 

令和3年における市内小売業の事業所数は5,136、従業者数は45,434人、年間商品販売額は

8,957億6,400万円となっています。内訳をみると、事業所数は「医薬品・化粧品」（606事業 

所、11.8％）、従業者数は「各種食料品」（8,433人、18.6％）、年間商品販売額は 

「各種食料品」（1,732億8,900万円、19.3％）が最も多くなっています。 

     〇特 性 

新潟市の商業者は、商店街を形成してまちの賑いを創出するなど地域経済の活性化に大きな

役割を果たしています。地域の商店は身近な買い物の場所であり、地域に密着した産業として

市民の暮らしを支えているほか、地域コミュニティの形成に大きな役割を果たしています。 

また、製造業としては、農業都市としての特徴を活かした食料品製造業が最も盛んで、全国

トップクラスの実力を誇るとともに、高機能化・高付加価値化の取組も進んでいます。機械・

金属製品の製造分野でも、産学官の連携などを通じた事業の高度化により更なる成長を目指す

などモノづくりを支えています。食品関連産業とともに成長産業として期待される航空機産業

から、仏壇や漆器といった伝統工芸品産業まで、モノづくりの幅広い分野で中小企業・小規模

事業者が活躍しています。 

【令和３年 事業所数 大分類】 

 
【令和３年 従業者所数 大分類】 

 
資料：RESAS 総務省「経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工 
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ｅ.市内事業所の開業率・廃業率及び倒産・負債状況について 

市内事業所における平成28年－令和3年開業率・廃業率を20政令市で比較すると、開業率は最

も低く、廃業率は5番目に低くなっています。 

一方で、倒産件数・負債総額は上昇傾向にあります。 

 

 
 

【市内企業の倒産，負債総額の推移】 

 
資料：東京商工リサーチ、新潟市産業政策課作成 
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ｆ．市内事業所の事業承継の状況について 

新潟市景況調査において事業承継の予定について尋ねたところ，「事業承継は当面予定してい

ない」の割合が 24.5％で最も高く、以下「事業承継を予定しており，後継者も決まっている」

（24.0％）、「自分の代で廃業を考えている」（20.5％）などとなっている。なお、「事業承継

を予定しており、後継者も決まっている」と「事業承継を予定しているが，後継者が決まってい

ない」を合わせた『事業承継を予定している』の割合は 38.5％となっています。 

 

【市内事業所の事業承継の予定】 

 
   資料：新潟市「平成 30年度下期新潟市景況調査」より産業政策課作成 

 

ウ．新潟市内における中心市街地の現況 

    ａ．歩行者通行量・地価公示について 

新潟市の中心市街地（新潟駅周辺、万代周辺、古町周辺）の歩行者交通量は減少傾向にあり、

更に 2020 年以降は新型コロナウイルス等の影響もあり、2021年では、約 9.3 万人となってい

ます。 

【中心市街地の歩行者通行量】 
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【新潟市の地価公示（平均変動率）】 

市内の地価は、全用途平均で上昇幅が縮小し、平均変動率は前年０．９％から０．５％となった。

市内の調査地点は１３８地点で、価格が上昇した地点が前年７７地点から６５地点に減少したが、

商業地・工業地については上昇が続いている 

 

資料：新潟市 

 

ｂ．大型店や中心市街地における商業集積の撤退について 

以前は、大型店 VS．小売店・商店街といった構図が続いていましたが、ネット販売の台頭も

あり、昨今では、集客力のある大型店が中心市街地（古町周辺）から撤退し、さらに小売店・商

店街が集客力を失うといった悪循環が生じています。平成 22年には大和百貨店と WITHビル、平

成 28 年には、若者向けの商業施設のラフォーレ原宿・新潟も撤退、三越新潟店が令和 2 年 3 月

に閉店しています。 

 
エ．新潟市内における観光、コンベンションの現況 

佐渡金銀山の世界遺産登録早期実現に関しては、インバウンドを含む観光客の増加が見込めるこ

とから、全県組織を通じた推進活動の結果、本年７月に登録が決定されました。 

また、インバウンドに関しては、他都市と比べて伸び率は高いものの絶対数が少ないことから、

観光振興、誘客促進を図り、消費拡大やビジネスチャンスの拡大につなげていく必要性が高まって

います。なお、コロナ禍により大幅な客数の減少がありましたが回復傾向にあります。 

 

【新潟市観光入込客数の推移】                        （単位：千人） 

暦年 平成28年 平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年 

観光入込客数 合計 18,605 18,623 19,549 18,648 10,822 11,685 

 観光地点 計 11,850 11,805 11,876 12,214 9,396 9,829 

 自然 554 540 546 557 554 540 

歴史・文化 3,701 3,718 3,859 3,851 3,701 3,718 

温泉・健康 983 996 971 1,000 662 628 

スポーツ・レクリエーション 1,410 1,268 1,620 1,875 1,393 1,595 

都市型観光 4,735 4,835 4,959 5,044 4,159 4,411 

その他 467 448 0 0 0 0 

行祭事・イベント 計 6,755 6,817 7,673 6,433 1,425 1,855 
新潟県観光入込客統計調査（平成22年4月期から観光庁が定めた「観光入込客統計に関する共通基準」に基づき新潟県が実施）による 
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【新潟商工会議所定款第４条】 

本商工会議所の地区は、 平成１７年１０月１０日現在における新潟市の区域（昭和３２年５月２

日現在における両川村、昭和３５年１月１０日現在 における内野町、昭和３６年５月３１日現在に

おける赤塚町、中野小屋村、平成１２年１２月３１日現在における黒埼町、平成１７年３月２０日

現在における新津市、白根市、豊栄市、小須戸町、横越町、亀田町、岩室村、西川町、味方村、潟

東村、月潟村、中之口村及び平成１７年１０月９日現在における巻町の区域を除く。）とする。 

オ．新潟市内の商工団体と新潟商工会議所の管内地域の概要 

新潟市内には、3 商工会議所と 12商工会が存在しています。 

新潟商工会議所は、主に中央区、東区、西区、北区の中小企業・小規模事業者の相談・支援に対

応しています。 

＜商工会議所・商工会所在区一覧＞ 

【商工会議所】中央区：新潟商工会議所 

秋葉区：新津商工会議所 

江南区：亀田商工会議所 

【商 工 会】西 区：新潟西商工会、赤塚商工会、黒埼商工会 

秋葉区：小須戸商工会 

江南区：新潟こうなん商工会 

北 区：豊栄商工会 

南 区：新潟みなみ商工会 

西蒲区：岩室商工会、巻商工会、西川商工会、潟東商工会、中之口商工会 

 

 

新潟商工会議所の管轄区域は新潟市の中央区及び東区と北区の一部、西区の一部とで、定款による

地区は 

となっており、図で示すと以下になります。 

 

 
 

 

カ．新潟商工会議所の現状 

    新潟商工会議所の会員数は約 4,800社であり、現在、会員数 5,000社を目指して会員増強運動「パ

ワーアップ 5000」を継続して実施しており、新会員募集活動及び会員紹介運動に役職員が一丸と

なって積極的に取り組んでいます。 
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その結果、厳しい経済情勢の中にあっても、年度別入会数は、平成 17 年度から令和 5 年度まで

19年連続で年間 200 件以上を達成するとともに、年度末会員数も増加となっています。 

新潟商工会議所では、引き続きパワーアップ 5000 推進運動に取り組むとともに、会員事業所訪

問を強化して会員サービスに努め、退会防止策にも力を入れて行くこととしています。 

 
【会員数及び組織構造（令和 6年 3月末現在）】 

部会名 部会員数 

商業部会 1,317 

工業部会 520 

建設・不動産業部会 1,114 

金融業部会 90 

輸送業部会 170 

観光業部会 177 

情報・サービス業部会 1,136 

教育福祉医療部会 267 

合  計 4,791 

 

キ．新潟商工会議所管内（北区、東区、中央区、西区）における中小企業・小規模事業者の現況 

ａ.事業所数（令和 3年）について 

市内の 32,995件の内、管内の事業所は、23,855件となっています。 

そのうち、個人及び会社事業所数は 23,683件（個人 6,786件、法人 16,897件）です。 

ｂ．規模別事業所数（令和 3年）について 

管内の事業所数 23,855件の内、小規模・零細企業（1～19人）の事業所数は、20,753件と 87.0％

を占めています。 
【令和 3 年規模別事業所数（民営）】 資料 新潟市令和 5 年度統計書 

区分・区 総数 １～４人 ５～９人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99 人 100人以上 
派遣従業

者のみ 

北 区 2,644 1,464 493 329 158 87 63 33 17 

東 区 4,559 2,327 914 698 251 190 103 59 17 

中央区 11,811 6,347 2,439 1,494 557 405 279 174 116 

西 区 4,841 2,629 996 623 245 161 111 54 22 

管内総数 23,855 12,767 4,842 3,144 1,211 843 556 320 172 

新潟市総数 32,995 17,913 6,624 4,304 1,626 1,145 721 429 233 

 

ｃ．産業（大分類）別事業所数及び従業員数（平成 28年）について 

管内の産業構造の事業所件数比率は、①第三次産（85.8％）、第二次産業（16.2％）、第一次産

（0.25％）の順となっています。、 

特に第三次産業の内訳で占める割合が高い産業は、事業所数からみると①卸売・小売業

（30.1％）、②宿泊・飲食サービス業（13.0％）、③生活関連サービス・娯楽業（11.2％）となっ

ています。 
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ｄ．新潟商工会議所管内の景況（早期景気観測調査）について 
管内事業所の地域特性を把握するため、新潟商工会議所が毎月行っている早期景気観測調査に

よると、昨今では、売上、採算とも悪化している中、人件費・原材料やエネルギー料金等の高止

まり傾向は続き、各種経費も増加しており、経営環境は厳しい状況となっています。 
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ｅ．新潟商工会議所管内事業所の人手不足状況について 

新潟商工会議所管内の事業所に対する「経営諸課題実態調査」結果(令和 6 年 10 月 8 日～11

月 1日)によると、経営課題として「人材の確保」が最も多く 31.8％。次いで「経費の増大」が

17.5％、「受注の減少・販売不振」が 16.2%となっている。     

 慢性的な人手不足で販売機会を逃していることや、原材料価格や仕入価格等の上昇に伴う経費

の増大が課題となっている。 
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 令和６年度調査 令和５年度調査 

選択項目 件数 構成比 件数 構成比 

受注の減少・販売不振 25 16.2% 20 15.6% 

販売力・技術力の不足 16 10.4% 16 12.5% 

経費の増大 27 17.5% 24 18.8% 

大企業の進出 2 1.3% 1 0.8% 

情報化の遅れ 4 2.6% 4 3.1% 

競争激化 9 5.8% 9 7.0% 

後継者難 10 6.5% 6 4.7% 

人材の確保 49 31.8% 31 24.2% 

資金調達 3 1.9% 3 2.3% 

インボイスへの対応 1 0.6% 8 6.3% 

円安等為替状況 1 0.6% 1 0.8% 

災害等の発生 2 1.3% 1 0.8% 

特になし 5 3.2% 2 1.6% 

無回答 0 0.0% 2 1.6% 

合計 154 100.0% 128 100.0% 
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f．新潟商工会議所管内人口・世帯数 

   

  男 女 計 世帯数 

北区 12,372  12,771  25,143  11,461  

東区 63,117  67,881  130,998  62,474  

中央区 81,537  90,648  172,185  90,526  

江南区 9,089  9,586  18,675  8,068  

西区 34,511  38,806  73,317  34,281  

計 200,626  219,692  420,318  206,810  

（令和 6年 10月末日現在新潟市住民基本台帳） 

 

ク．「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン」について 

新潟市では、「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン（2023～2026）」を策定し、目指す

姿を『個のチカラを高め、連携のチカラを活かし、面のチカラを伸ばし、中小企業が成長・発展す

る都市 新潟市』とし、「Ⅰ．新たな活力を生み出すイノベーションと創業の促進」、「Ⅱ．中小

企業の持続的発展を支える経営基盤の強化」を２本の柱に関係団体、企業、市民と一体となって中

小企業の振興を図るとしています。 

【施策の方向性と取組み】 

Ⅰ．新たな活力を生み出すイノベーションと創業の促進 

 Ⅰ-1新たな分野への挑戦 

  ・社会経済情勢の変化、変革を捉えていくために、これからの企業経営を支える多様な人 

材の育成を推進。 

・SDGs、DX、GX、脱炭素といった新たなテーマへの取り組みを支援するとともに、先進技術

等を活用した社会実証の支援など、社会経済の変化を捉えた新事業の創出を促進。 

・起業家やスタートアップ企業などを含め、新たなビジネスが創出されるよう関係者との連

携を強化。 

Ⅰ-2創業の促進 

 ・市内商工団体や金融機関などと連携し、サポートする相談体制の整備や、創業事例を学ぶ

セミナーの開催や資金調達の支援。加えて、創業を身近に感じてもらうため、創業者や創

業を目指す人が集い、交流する機会を提供することで、潜在的な創業関心者層 

を掘り起こすなど、創業への機運醸成を図る。 

Ⅱ．中小企業の持続的発展を支える経営基盤の強化 

 Ⅱ-1経営力の強化 

  ・多様化、複雑化する経営課題に対応するため、専門家によるコンサルティングなどを通 

じて、経営状況に応じた丁寧なサポートを実施するとともに、中小企業の強みづくりを 

支え、稼ぐ力の強化を支援。 

・小規模事業者をはじめ経営資源が限られる中小企業の経営基盤の強化と安定を図るた 

め、資金需要に応じた制度融資を整備し、資金調達の円滑化を支援。 

・将来にわたり中小企業が継続して成長・発展するために、次代の担い手である若者の地 

元就職への意識を醸成することや、求職者等へきめ細かな就労支援などを実施すること 

で、人材確保を支援。 

・地域経済の活力を高めるため、市が工事の発注、物品及び役務の調達等を行う際は市内 

中小企業の受注機会の増大に努めます。 

 Ⅱ-2地域の資源を活かした経済の活性化 

・活力ある産業拠点の形成に向け、企業の進出動向に応じた立地環境の整備を行い、地域 

特性を活かした企業立地の促進。 

・商店街は、地域住民の買い物などの商業機能に加え、特色のある商店が地域の魅力とな 

り、世代を超えて人々が交流する機会を創出するなど、地域コミュニティの多様なニー 

ズに応える重要な役割を担っていることから、各地域の商店街の活性化に向けた取り組 

みを支援。 

 Ⅱ-3誰もが活躍できる環境の整備 

  ・多様な人材の活躍により、中小企業が持続的に発展するよう、働きやすい職場環境づく 

りの推進に加え、働きがいを高める取り組みを推進。 
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また、同プランでは施策を推進するための仕組みとして、 関係団体との意見交換と効果的な施

策の展開と関係機関の役割と連携を掲げ、地域全体での取り組みが必要としています。 

 

 
 

（新潟市中小企業・小規模事業者活性化プランより） 

 

②課 題  

新潟市の令和6年9月末時点における総人口は、約76万人で、ピーク時の約81万人から5万人減少し、

令和4年の合計特殊出生率も1.26を示すなど人口減少に歯止めがかからない中、社会動態もコロナ禍

により令和2年は転入がわずかに上回ったものの、令和3年は転出超過となっています。中でも東京一

極集中の傾向は続いており、東京圏と本市との間には市民所得等などに大きな格差が生じているのが

現状です。 

このような中、新潟市内からは大型店の中心市街地から撤退、さらに中心商店街の地盤沈下が進み、

求心力が失われている状態です。 

また、新潟市の 15～19 歳の世代における学業を理由とした県外転出が顕著であり、この世代では

同様の傾向が続いています。 

新潟労働局管内における有効求人倍率の推移を見ると、ほぼ横ばいで推移しているものの、職業を

理由とした年齢階層別県外転入・転出者数をみると、20～24歳の転出が顕著であり、魅力ある産業・

雇用の場の確保が大きな課題となっています。 

さらに、新潟市の中小企業・小規模事業者においても、人手不足や原材料費、仕入コスト増等の影

響から業況は厳しい状況が続いており、長期的には人口減少・少子高齢化の進行により事業所が減少

し、地域経済の活力低下を招くことが懸念されています。 

高速交通インフラ(上越新幹線、高速道路網、新潟空港など)に関しては、近隣県に比べ早くから整

備されており、観光面では、佐渡島への玄関口の機能を担っています。佐渡島の来訪者はピーク時に

は 123 万人(平成 3 年)でしたが 44.2 万人（令和 5 年）にまで減少しています。また、北陸新幹線が

平成 27 年 3 月に開業したことから、観光客が金沢市を中心とする北陸方面に奪われており、観光入

込客数が伸び悩んでいるのが現状です。今後は、佐渡島の世界遺産登録により観光客の減少に歯止め

がかかるかどうかで新潟市内の観光関連業にも少なからず影響があります。 

本地域の会員をはじめとする小規模事業者の共通の課題として、自己分析と事業計画の作成があま

り浸透していないことが挙げられます。このことから、経営課題とは何かということに真に向き合っ

ていない経営者が多いと思われます。自己変革の重要性が求められている中、経営者自らが進むべき

方向を認識することが課題となっています。 

加えて、新しいビジネスモデルの構築のためには、デジタル化・DX 化が必須となっていることか

ら、デジタル化技術の導入・各種データの活用が必要と考えられます。 
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（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 
①10年程度の期間を見据えて 

小規模事業者の強みとして、顧客との距離の近さや地域に根付いた事業活動、意思決定の速さなど

といった強みを活かした顧客ニーズの把握力、要望に応じた柔軟な製品・サービスの提供、充実した

アフターサービスの提供などが挙げられます。このような小規模事業者の持続的発展が今後の新潟市

の振興には不可欠と言えます。そのためには、経営基盤の強化を図り個々の経営力・競争力を高める

ための伴走支援が必要です。関係団体とも連携し、事業計画の策定を通じた強みづくりの取組を支援

します。 さらに、職員の資質向上や専門家・支援機関との協力や連携を通じ、継続的に寄り添った

支援が肝要です。 

また、商店街や中心市街地といったエリア全体の戦略を考え、行政や事業者と協力しまちの魅力を

高めることで、構成者である小規模事業者の経営発展につながるとの観点から、商店街・中心市街地

の活性化に取り組みます。 

また、新潟商工会議所の第 5 次中期ビジョン（令和 5 年度～令和 7 年度）では、経営力向上・経

営基盤強化支援により、「地域の事業者がコロナ禍以前の水準に回復し、安定した経営が図られてい

る。ICT（IoT や AI 技術等）や SaaS 等の活用による DX の推進や新事業への取組など、自己変革に

挑戦する企業が増え、地域経済が活性化されている。」としています。 

こうした取組により、中小企業・小規模事業者の持続的発展を図り魅力的な企業を輩出すること

で若年層の流出を防ぐとともに、観光事業やインバウンド拡大に向けた取り組み等を実施し、交流

人口の増加による消費拡大を図っていき新潟地域の振興につなげていくことを中長期的な目標とし

て設定します。 

 

②「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン」との連動性・整合性 

新潟市の「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン（2023～2026）」の方向性に掲げられてい

る、「Ⅰ．新たな活力を生み出すイノベーションと創業の促進」、「Ⅱ．中小企業の持続的発展を支

える経営基盤の強化」及び各種取組みと足並みを揃えるなど、同プランとの連動、整合を図る中で事

業を進めて行くとともに、新潟市との連絡会議等において、本経営発達支援計画（事業）と同プラン

との整合性の確認を行います。 

さらに、新潟商工会議所の中期行動計画及び年度毎の事業計画にも組み入れます。 

 
③新潟商工会議所としての役割 

新潟商工会議所では、前述の「新潟市中小企業・小規模事業者活性化プラン」との整合を図り、新

潟市と協力しながら、より実効性のある経営指導を進めていきます。 

  なお、新潟商工会議所は、新潟市域における小規模事業者全体の底上げを図るべく、新潟市域の総

合経済団体として、会員事業所、非会員事業所を問わず、直接的な相談・指導業務に当たります。 

さらに、地方創生による地域活性化にも積極的に関与し、「新潟に人を呼び込む」ことを念頭に、

古町地区及び中心市街地をはじめとする“まち”の賑いづくりやゲートウエー機能の強化、観光振興

等の事業を官民一体となって積極的かつ効果的に進め、小規模事業者の発展に資する市場拡大につな

げていきます。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 
現在、特に地方の中小企業・小規模事業者においては、人手不足や原材料・仕入れ単価の高騰など

の影響から業況改善が進まず、さらに後継者不足による事業承継問題を抱えるなど、未だ厳しい状況

が続いています。 

新潟商工会議所では、上述の地域の現状及び課題、並びに長期的な振興のあり方等を踏まえ、経営者

に寄り添うことを原点に、経営者自らが課題を見出し自走化する事業計画の策定支援を通じて、新潟商

工会議所管内の事業所全体の 87.0％を占める小規模企業・零細事業者の持続可能な経営を確立してい

くことを経営発達支援事業の目指すべき方向に掲げ、以下の点を事業の目標とします。 

 

目標 

➀経営力向上と経営基盤強化支援。 

②新たな販路・人脈拡大を図り、取引拡大につなげる。 

③資金調達や資金繰りを改善し、安定的な経営につなげる。 

④円滑な事業承継により、技術・技能の伝承を守り、地域の雇用維持、活性化を図る。 
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⑤小規模事業者の適正な従業者数を確保し、円滑な経営につなげる。 

⑥事業所の成長に不可欠な人材を育成し、中小企業の発展につなげる。 

⑦創業者の増加により、新規出店、新事業の展開を図り、雇用の創出や地域の活性化を進めるとと

もに、成長段階に応じた伴走型の支援によって安定した事業継続につなげる。 

 

〈地域への裨益〉  

上記目標により小規模事業者数の減少を抑え、新事業の創出や雇用機会の増加などが地域全体の経済活

動を促進することで地域の持続的発展を目指します。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標の達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和7年4月1日～令和12年3月31日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 
新潟商工会議所では、新潟市と連携を図る中で、前述の目標達成に向け、以下の方針に基づき、より

効果的な経営発達支援事業を進めていきます。なお、実施にあたっては常に事業者が自社の課題を自ら

が見出し、認識することによって「自走化」できるよう傾聴と対話を前提にします。 

①経営力向上と経営基盤強化支援。 

安定した経営を継続するためには、常に生産性の向上、経営基盤の強化を推進していかなければな

らないことから、ICT（IoTや AI技術等）の利活用を始め、DX化や経営資源の見直しによる新たな販

売方法や販路開拓、自社の特性を活かした計画的な事業経営が行われるよう各種支援事業に取り組み

ます。 

ア．クラウド活用や Webを活用した販売促進など、各種施策の情報提供、講習会の開催 

イ．補助金や税制優遇措置等の周知・活用のための情報発信 

ウ．中小企業診断士、税理士等専門家の派遣や定例の窓口相談の実施 等 

 

②新たな販路・人脈拡大を図り、取引拡大につなげる。 

中小企業・小規模事業者の収益改善には新たな販路開拓や人脈拡大が重要ですが、優れた新商品・

新技術・新サービスを持ちながら、資金不足や人的資源などに恵まれず、単独での販路・市場開拓活

動が困難な企業が多いことから、商工会議所のネットワークと IT 環境を活用した情報発信、商談会

への出展支援や交流会の開催などビジネスチャンス拡大に向けた支援に取り組み、売上増加につなげ

ます。 

ア．ホームページの積極的な活用による企業紹介・情報発信機能の充実・強化 

イ．見本市等への出展及び各種交流会・懇談会の開催 等 

 

③資金調達や資金繰りを改善し、安定的な経営につなげる。 

収益改善が進まず資金繰りが厳しい小規模事業者に対し、マル経融資制度の積極的な利用や国・

県・市の制度融資、信用保証制度の周知・斡旋や事業再生や倒産防止に関する相談において、経営安

定特別相談室を中心に専門相談等に取り組み、倒産の回避及び事業継続につなげます。 

ア．セーフティネット保証、事業再生資金等の周知・斡旋 

イ．資金調達、資金繰りに関する窓口相談 等 

 

④円滑な事業承継により、技術・技能の伝承を守り、地域の雇用維持、活性化を図る。 

経営者の高齢化が進み、事業を承継する後継者の確保が困難な状況となっていますが、小規模事業

者の事業継続は、地域の雇用維持・確保や活性化に必要不可欠なことから、円滑な事業承継に向けた

支援に取り組み、事業継続及び雇用継続につなげます。 

ア．新潟県弁護士会など関係機関との連携強化 

イ．経営者・後継者向けセミナーの開催 等 

 

⑤小規模事業者の適正な従業者数を確保し、円滑な経営につなげる。 
働き手の減少による企業活動への影響や、購買力のある層の減少による地域需要の縮小など、供給

と需要の両面での地域経済への影響が懸念されていることから、労働人口の増加と若者の流出を抑え

ることを目的に、将来性があり魅力ある管内の小規模事業者で情報発信力が弱く優秀な人材の確保に

苦慮している事業所の雇用促進の支援に取り組み、主に若者の地元就業につなげます。 

ア．新潟市雇用促進協議会の雇用促進事業による就職説明会や労務管理セミナーの実施 

イ．賃金関係意識調査による賃金改定への情報提供 等 

 

⑥事業所の成長に不可欠な人材を育成し、中小企業の発展につなげる。 

小規模事業者における最大の経営資源は人材であり、人材の確保・計画的な育成が望まれているこ

とから、階層別研修やテーマ別研修会の実施など通じ、スキルアップに向けた取組を行い、個社では

後回しになりがちな人材育成をフォローし、成長性の向上に寄与します。 
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ア．経理、IT等の部門に応じた実践的セミナーの開催 

イ．午前セミナー、インターネットセミナー等の参加し易い時間帯や場所を考えたセミナーの開催 

ウ．各種検定の普及・PR 等 

 

⑦創業者の増加により、新規出店、新事業の展開を図り、雇用の創出や地域の活性化を進めると  

ともに、成長段階に応じた伴走型の支援によって安定した事業継続につなげる。 

地域の活性化や雇用の創出のためには創業者を増やし、安定した経営の継続を支援することが重要

であり、また、今後の支援対象となる小規模事業者を増やしていくことが必須であることから、これ

から創業を考える者や創業後間もない者を対象に、創業に必要な知識・ノウハウ、資金調達、販路開

拓などについて、ワンストップで相談を行うとともに、その後のフォローアップ支援に取り組み、創

業事業計画の策定及び実際の起業・創業につなげます。 

ア．実践的な「創業塾」及び「創業セミナー」の開催 

イ．「起業チャレンジ助成金」等の補助金申請支援 

ウ．創業資金・保証制度等の金融相談、斡旋 等 

 

Ｉ．経営発達支援事業の内容 
３．地域の経済動向調査に関すること 
（１）現状と課題 

経営発達支援事業を遂行する上で重要なことは、地域の経済動向を把握することです。 

地域の経済動向を企業経営者が経営判断する際の一助とするため、下記の調査を実施して取りまと

めた結果を公表し、また、その一部を新潟商工会議所の会報やホームページ上に掲載して、地域の小

規模事業者等が随時内容を確認できるようにしています。 

現状では、経済動向を把握する中で経営者からヒアリングした生の声を経営発達支援事業の施策に

反映ができていないことから、調査結果を小規模事業者の経営指針、販売戦略、販路開拓、商品開発

等の参考として活用し、実際の売上増や利益率の向上などの経営改善に役立て行く必要があります。 

 

 

（２）目 標 
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【上記調査の周知方法】 

調査・分析結果について、新潟商工会議所ホームページに掲載するほか、ライン・メールマガジ

ンに掲載し広く周知します。加えて、窓口相談・巡回指導等の際に参考資料として小規模事業者に提

供します。 

小規模事業者が経営環境を把握することにより、経営計画の策定や新しい事業を実施する場合の

指針、参考に寄与します。 

 

（３）事業内容 
①アンケート形式による各種景況調査の実施 

直近の景況を調査公表し、経営相談時の参考や小規模事業者に周知することで自身の事業を行っ

ていく上での参考に資するため、小企業景況調査や新潟市早期景気観測調査等を実施し、売上・採

算・業況・仕入れ単価・従業員の増減等の状況の把握を行ないます。 

 

②対面形式による景況感の把握（収集情報の共有） 

小規模事業者と新潟商工会議所とのパイプ役である「小規模企業振興委員※」の連絡会議を開催

し、各事業者の売上動向などの業況に加え、地域の特徴的な情報や業界動向について、ヒアリング

を実施します。このことから、管内事業者の経営課題を把握し支援の参考にします。 

※小規模企業振興委員：市内の７地区から小規模事業者５４名を委嘱。商工会議所と地元の小規模事業者

との間を取り持ち、各種施策等の情報伝達や個別相談の取次等に対する協力をお願いしています。 

 

③各種統計情報の収集 

関係機関と連携して「経済調査研究会」を原則毎月 1回主催し、鉱工業生産指数や有効求人倍率、

電力使用量等の諸統計を収集するとともに、経済状況等に関する意見交換を行ないます。関係機関の
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調査情報等を共有することにより、各機関の施策決定や実施の際の参考にします。 

連携機関：新潟県、新潟市、新潟労働局、新潟財務事務所、日本銀行、東北電力、日本政策投資銀行、地元地

銀、ハローワーク、（公財）にいがた産業創造機構、北陸信越運輸局、北陸農政局、㈱東京商工リ

サーチ 

 

④経営諸課題実態調査の実施 

小規模事業者の経営上の課題を把握し、より効果的な経営支援を実施するため、景気認識や資金

繰りの状況及び社会・経済の環境変化による影響等に関する「経営諸課題実態調査」を年1回実施し

ます。 

 

⑤「賃金改定経営者意識アンケート」の実施 

管内企業の賃金改定の動向を把握・公表し、経営者が給与改定等を考慮する際の参考にして

いただくため「賃金改定経営者意識アンケート」を年１回実施し、前年の賃上げ実績や期末手当支

給の実績及び今後の方針等に関する調査・分析を行ないます。 

 

⑥経済変動等影響調査の実施 

大規模災害や世界経済の動向、消費増税・軽減税率導入等による制度変化など、小規模事業者の

経営に大きな影響を及ぼす恐れがある場合に、必要な経営支援の把握、状況によっては行政等への

要望活動に資するため、随時、調査会社等と協力してアンケート調査を実施し、影響の実態を把握

します。 

 

⑦地域特性調査の実施 

小規模事業者の中でも、特に小売業・サービス業においては、商圏の市場性や立地環境などが、経

営状況を左右する大きな要因となっていることから、創業・起業希望者等の出店先選定の判断の際に

有効となる情報を提供できるよう、新潟市等と連携して、市内商業の地域特性に関する調査を随時実

施します。 

具体的には、新潟市の調査「年齢別・町名別人口」をベースに、地域の居住人口の年齢構成によ

る市場性や大型店やコンビニエンスストアなどの出店状況等の当該地域の特性を整理して競合状況

を客観的に把握する基礎資料として取りまとめます。 

また、必要に応じ、国が提供するビッグデータ「地域分析システム（RESAS）」を活用した日本商

工会議所の「地域診断サービス」に提供を受け、地域の構造（強み・弱み）の“見える化”を図り

ます。 

 

主要な調査の実施概要 

経済動向調査名 方法 

①-1 中小企業景

況調査 

年間実施数 4回（6・9・12・3月） 

調査対象 管内小規模事業者 60社（建設業 8社、製造業 8社、卸売業 4社、小

売業 12社、サービス業 28社） 

調査項目 売上額、客単価、客数、資金繰り、仕入、採算、業況 等 

調査手法 郵送・面談 

分析手法 地域商工業者の景況感や経済動向等に関する情報収集を行い、中小

企業庁及び中小機構での分析結果を経営指導・支援の参考にする 

①-2 新潟市早期

景気観測(LOBO)

調査 

年間実施数 12回 

調査対象 規模問わず会員企業・団体等 301 社（建設業 61 社、製造業 61 社、

卸売業 60社、小売業 50社、サービス業 69社） 

調査項目 売上、採算、仕入単価、従業員、業況 

調査手法 FAX、Webサイト 

分析手法 毎月、管内の景気動向について把握するため、売上の増減や業況感

を指数化した DIを用いた調査を実施し、各種施策等に反映する 

②地区別小規模

企業振興委員会

議 

年間実施数 3回 

(調査)対象 管内地域商店街等から推薦され、振興委員として委嘱を受けた小規

模事業者 54社 

調査項目 地域の現況 
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調査手法 会議での聞き取り 

分析手法 各エリアの現況を聞き取り、状況を把握し、各種施策等に反映する 

③経済調査研究

会 

年間実施数 10回 

(調査)対象 20社・団体（日本銀行・新潟財務事務所・県・市・労働局・ハロー

ワーク・シンクタンク等） 

調査項目 新潟県内・新潟市内の現況 

調査手法 会議での聞き取り 

分析手法 各社・団体が行なっている調査内容・分析結果について聞き取り、

情報共有し、各種施策等に反映する 

④経営諸課題実

態調査 

年間実施数 1回 

調査対象 204 社（管内地域商店街等から推薦され、振興委員として委嘱を受

けた小規模事業者 54社、新潟商工会議所労働保険事務組合に加入し

ている中小・小規模事業者 150社 

調査項目 受注･売上状況、業況、仕入・原材料、資金繰り、最近の経営上の課

題等 

調査手法 小規模企業進行委員会議での配布、郵送 

分析手法 調査項目の回答割合より、管内事業者の経営実態を適格に把握し、

課題の抽出と問題解決に向けた経営支援を実施する 

⑤賃金改定経営

者意識アンケー

ト 

年間実施数 1回 

調査対象 規模問わず会員企業 455 社（製造業 92 社、建設業 114 社、卸売業

89社、小売業 46社、サービス業 86社、その他 28社） 

調査項目 賃金改定の有無、賃金引上げの具体的な方法等 

調査手法 郵送、FAX 

分析手法 調査項目の回答割合により、各企業が経営及び労使関係の安定に向

けた春季賃金改定のための参考にする 

⑥経済変動等影

響調査 

 

年間実施数 随時 

調査対象 管内事業所（調査内容により異なる） 

調査項目 調査内容により設定  

例）震災時・周辺状況の被害・事業所の被害状況・今後の対応 

調査手法 郵送、FAX 

分析手法 震災、降雪、円高等事由に合わせて項目を設定し、分析を行い、管

内事業所の経営支援に反映する 

⑦地域特性調査

の実施 

年間実施数 随時 

調査対象 管内小規模事業者 1,700社（小規模事業者実態調査先等） 

調査項目 調査内容により設定 

例）売上高、仕入価格、資金繰り、設備投資、経営課題、景況状況

など 

調査手法 郵送、FAX 

分析手法 経営指導員が分析を行い、管内小規模事業者の経営支援に反映する 
 

 

（４）調査成果の活用 
①アンケート形式による各種景況調査 

調査結果を通じて地域経済動向や需要動向を読み取り、個社の経営分析及び経営計画作成支援の

際の参考とするほか、新潟商工会議所の内部で共有を図るとともに、ホームページ等に掲載して情

報提供を行います。 

 

②対面形式による景況感の把握 

ヒアリング結果と経営指導員等による巡回訪問時の聴き取り等の情報を職員間で共有し、個社の

経営分析や経営計画作成支援の際の参考として小規模事業者に提供するほか、小規模振興委員から

の情報提供を通じて地区の小規模事業者に広く周知を図ります。 

③各種統計情報の収集 

「経済調査研究会」で得た統計結果の共有先を拡大するほか、ホームページ上にリンク掲載して小
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規模事業者等が求める情報にアクセスしやすいように工夫して提供します。 

なお、経済調査研究会自体は年間 10 回程度の開催を予定していますが、公表については、中間及

び年度末の 2回にまとめて行います。 

 

④経営諸課題実態調査 

調査結果を新潟商工会議所の会報やホームページ等で公開して広く情報提供を行うとともに、個

社の経営分析や経営計画作成支援の際の参考とします。 

また、新潟商工会議所の事業計画立案の際の参考とするほか、行政への提言・要望に盛り込み、

施策への反映にも活用します。 

 

⑤賃金改定経営者意識アンケート 

アンケート結果を新潟商工会議所の会報やホームページに掲載して小規模事業者の賃金改定に役

立てるとともに、人材確保（新採用、中途採用等）や定着に寄与します。 

また、「賃金関係諸統計」を収集した冊子を作成し、説明会を開催するとともに冊子を希望者に

配布するほか、ホームページ及びSNS等を駆使して情報発信を行うなど、小規模事業者が情報を得ら

れやすい環境を整えます。 

 

⑥経済変動等影響調査 

震災や降雪（大雪）、円高等の外部環境が大きく変化した場合に、小規模事業者に与える影響の実

態等を経営指導員が把握して喫緊の課題に対処するとともに、調査結果を新潟商工会議所のホーム

ページ等に結果を掲載して広く周知を図ります。 

 

⑦地域特性調査 

当該地域の特性を整理して競合状況を客観的に把握する基礎資料として取りまとめ、新潟商工会

議所のホームページに掲載するとともに、結果の閲覧を希望する小規模事業者等へ提供します。 

また、「地域診断サービス」による診断結果を小規模事業者等にフィードバックします。 

 

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 
小規模事業者が事業を持続・発展するためには、既存顧客・商品・サービスすだけなく、新たな需要

の開拓は重要です。さらに、現在はインターネットの普及により、商圏に関係なく販売が可能になって

います。 

また、経済情報や商品トレンド等のデータについてはスマートフォン等を通じて容易に入手すること

が可能にはなりましたが、小規模事業者の多くはそれらの情報やデータをビジネスに活用しきれていな

いのが課題であると考えます 

新潟商工会議所では食品加工事業者などへの販路開拓支援として「フードメッセ新潟」への出展支援

や新潟駅のイベントスペースを活用したマーケティング支援「グッドライフマーケット inガタリウム」

を実施しているが、経営状況分析や事業計画策定支援事業者への継続支援として十分に活用しきれなか

ったことが課題といえます。 

   

（２）目 標 

需要動向調査名  現行 令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 
令和 10 年

度 

令和 11 年

度 

① BtoB 販路開拓支援における需要動

向調査対象事業者数 
10 10 10 10 10 10 

②BtoC テストマーケティング支援にお

ける需要動向調査対象事業者数 
12 12 12 12 12 12 

② 海外展開に関する商談会・展示会にお

ける需要動向調査対象事業者数 
5 5 5 5 5 5 

 

（３）事業内容  
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  ①BtoB販路開拓支援における需要動向調査 

新潟市の特徴である豊かな農産物を活用した「食品製造業」の販路開拓と認知度の向上を目指す

ことに特化した展示・商談会への出展支援（出展補助:15社）を通じ、需要動向の把握に努めると

ともに、経営指導員の基礎知識として小規模事業者の商品・サービスに対するアドバイスに活かし

ていきます。 

      【対象展示会】フードメッセ inにいがた（新潟市）他 

【サンプル数】来場者 600人（15社の名刺交換数） 

      【調査手段・手法】来場者へのアンケート調査及び聞き取り（ヒアリング調査） 

      【分析手段・手法】経営指導員と外部専門家がアンケート結果を分析します。 

      【調査項目】味（好み）、見た目、価格、パッケージ、機能性（機能性）、知名度等 

      【結果の活用方法】分析結果を出展者に提供し、販路開拓や新商品開発に供します。 

 
②BtoCテストマーケティングにおける需要動向調査 

新潟の玄関口である新潟駅を利用した（出展補助:10社～15社）を行い、来場者へのアンケート

調査やヒアリング等を実施してニーズを把握し、出展者をはじめ関係する小規模事業者に結果をフ

ィードバックします。 

      【対象展示会】グッドライフマーケット（新潟商工会議所主催）等 

【サンプル数】来場者 600人～800人 

      【調査手段・手法】来場者へのアンケート調査及び聞き取り（ヒアリング調査） 

      【分析手段・手法】経営指導員と外部専門家がアンケート結果を分析します。 

      【調査項目】価格、見た目、機能性（使い勝手）、知名度等 

      【結果の活用方法】分析結果を出展者に提供し、商品開発や改善に供します。また、消費者ニ

ーズを把握することで今後の事業計画策定にも反映します。 

       
③海外展開に関する商談会・展示会における需要動向調査 

海外展開を希望する事業者に対し、海外商談会等への参加を支援する中で、バイヤーが求めるも

のや一般客の好みなど、外国のニーズを調査するとともに、その結果について、参加者はもとより、

広く海外展開を目指す小規模事業者等にフィードバックします。 

      【サンプル数】バイヤー5名 

      【調査手段・手法】事業者とバイヤーが直接面談してヒアリングを行います。 

      【分析手段・手法】経営指導員と外部専門家が面談結果を分析します。 

      【調査項目】味（好み）、見た目、価格、パッケージ、知名度等 

      【結果の活用方法】分析結果を出展者に提供し、販路開拓や商品開発に供するとともに、海外 

展開を目指す他の小規模事業者の相談・支援に活用します。 

 

５．経営状況の分析に関すること 
（１）現状と課題 

小規模事業者が持続的に経営を発展させていくためには、個々の商品・サービス別、顧客別の売上、

利益の状況等の把握が必要であり、市場と需要動向など外部環境と各種経営資源等の把握などを定量

面・定性面から分析したうえで経営課題を明確にし、経営者が真に納得し自ら進んで達成する目的・

目標を設定した事業計画の立案が必要です。これまでの新潟商工会議所の経営状況分析支援は、融資

相談時や補助金申請等の必要の際に実施されることが多かったことが課題としてあげられます。 

なお、自社の経営状況の分析を客観的に行い財務状況やその強み・弱みを明確に把握して、自らが

持つ強みをさらに伸ばしている小規模事業者はいまだに少ないのが現状であり、経営の底上げを支援

するために不可欠な経営状況の分析を行う機会を今まで以上に増やすことが求められています。 
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（２）目 標 

 
 

（３）事業内容 
①経営状況分析対象者の掘り起し 

経営指導員による巡回訪問のほか、金融・経理・税務等の相談や各種補助金申請受付等の窓口相

談を実施するとともに、各種セミナー等において小規模事業者と接触し、経営状況分析対象者の掘

り起こしを行います。 

また、下記手法等を通じて接触機会の増加を図るとともに、その都度、経営分析の必要性を説い

て、経営分析を行う小規模事業者の掘り起しを行います。 

ア．各種講習会・各種セミナーの開催（経営相談や事業計画策定を働きかけるチラシ及びアンケー

ト調査票等の配布） 

⇒アンケート調査に回答した意欲のある事業者をピックアップします。 

イ．青色申告会や商店街等の会議への積極的な参加 

⇒経営に悩んでいる事業者の情報収集とピックアップを行います。 

ウ．日本政策金融公庫との帯同訪問の機会の増加 

⇒より具体的な課題・問題点を抱えている事業者をピックアップします。 

エ．新潟商工会議所会員交流会等におけるヒアリングの強化 

⇒幅広い業種・業態の事業者へのアプローチとピックアップを行います。 

オ．創業塾卒業生（新規起業者）のフォローアップ 

⇒経験の浅い初歩的な課題・問題を抱えている事業者をピックアップします。 

カ．経営分析の必要性を会報及びホームページへの掲載 

⇒興味を示した初期段階の事業者をピックアップします。 

キ．各種補助金申請事業者に対するヒアリング 

⇒喫緊の課題・問題点を抱えている事業者をピックアップします。 

 

②経営指導員による経営分析（財務・非財務、定量・定性的要因の把握） 

伴走型の支援を行っていくためには、安全性・収益性・成長性等の財務分析に加え、小規模事業

者の詳しい事業環境等の非財務分析及び定性的要因を把握する必要があります。 

そのため、先ずは、経営指導員が対象事業者の創業からの経緯、経営形態、従業員の構成、商品

販売構成、資金繰りや後継者問題などの項目を整理するヒアリングシートを作成して、経営課題を

抽出します。 

経営分析に当たっては、BIZミル等の支援ツールを活用し経営者の考えなどを傾聴しながら経営状

況の分析に努めます。また、経営課題の抽出、計画策定・進捗フォローにも活用しながら支援を行い

ます。 

一方、経営指導員には知識や経験に差があることから、法定経営指導員を中心にミーティングを重

ね、それぞれが担当する事業者の経営分析について意見交換を行なうとともに、必要に応じて専門家

からアドバイスを受けて的確な分析につなげます。 

なお、経営状況の分析は、自身の経営や市場における立ち位置を明確化する重要な支援プロセスで

あり、経営状況を分析するためには売上高や財務状況等の詳細を把握する必要があることから、経営

者と経営指導員との信頼関係の構築が前提となります。そのため、担当者を固定し、定期的かつ継続

的にコミュニケーションを図り、小規模事業者の心の障壁を取り除くとともに、さまざまな「気づき」

を与えられるよう配慮します。 

 

③専門家を活用した経営分析（財務分析以外の定性的要因の把握） 

伴走型の支援を行っていくためには、安全性・収益性・成長性等の財務分析に加え、小規模事業

支援内容 現行 令和7年度 令和8年度 令和9年度 
令和 10 年

度 

令和 11 年

度 

（各業種等）分析セミナー等開催回数（回） 5 6 7 7 8 8 

経営状況分析事業者数（者） 200 210 220 230 240 250 

 経営指導員一人当たり件数（者） 11 11 12 13 13 14 
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者の詳しい事業環境等の定性的要因を把握する必要があります。そのため、創業からの経緯、経営

形態、従業員の構成、商品販売構成、資金繰りや後継者問題などの項目を整理するヒアリングシー

トを作成して、経営課題を抽出します。 

経営状況の分析を進める過程において、経営指導員だけでは難しい案件については、「エキスパ

ートバンク制度※」に登録している中小企業診断士等の外部専門家の支援を得て、事業者が提供す

る商品やサービスの商圏分析、競合分析、販売分析、SWOT分析等を行い、売上の確保・拡大、販路

開拓を目指して、マーケティング、業務改善等について具体的なアドバイスにより経営の発達を支

援します。 

また、事業承継・事業再生の入口として重要な位置づけとなる「企業の健康診断」を（公財）新

潟市産業振興財団の専門相談員と連携して実施します。 
※新潟県の県単補助事業で小規模事業者向けの専門家派遣制度 

 

④経営分析セミナー・個別相談会の開催 

経営分析を行ったことのない事業者や補助金申請等を考えている事業者等を対象に、専門家（コ

ンサルタント等）による経営分析に関するセミナーを年6回～8回、一回当たり15名～20名程度を集

めて開催します。 

また、併せて一人当たり1時間程度の個別相談会を実施し、直接、経営課題や経営分析に関するア

ドバイスを行います。 

募集に当たっては、ホームページやSNSを活用するとともに、地元の新聞等への掲載により広くPR

に努めます。 

また、個別相談会参加者に対しては、後日、経営指導員が実訪するなど、積極的なアプローチと

フォローを行います。 

【カリキュラムの一例】 

 時 間 テーマ 内 容 

第１部 13:30～15:00 自社を取り巻く経営

環境の分析 

・外部環境の把握について 

・商圏・競合の分析 

第２部 15:30～17:30 自社内部の分析 ・決算書の分析 

・販売分析 

・利益シミュレーション 

個別相談 10:00～17:00 ※セミナー参加者の中から5～6名 

 

 

（４）分析結果の活用 
経営状況の分析結果は、経営指導員により、訪問・窓口相談において速やか且つ的確に事業者にフ

ィードバックし、課題の共有と内容により専門家との連携を図り経営改善支援を行っていく。 

また、経営状況を分析するためには売上高や財務状況等の詳細を把握する必要があることから、経

営者と経営指導員との信頼関係が重要となりますが、信頼関係を構築することによって、相談者と支

援者の人間関係が深化する次のステップ（経営革新に向けた事業計画作成や補助金の活用など）に取

り組みやすい基盤づくりにつながると考えられます。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 
（１）現状と課題 

中小・小規模事業者の持続的発展には、上記の調査や経営分析の活用が不可欠ですが、必要に応じて

中小企業診断士等と連携し、事業計画策定等に関するセミナーや個別相談会を開催するとともに、経営

革新等支援機関として、中小企業・小規模事業者に対し、施策の情報提供に加えて「ものづくり補助金」

や「小規模事業者持続化補助金」「創業補助金」に関する事業計画等の策定を支援しています。 

しかしながら、事業者それぞれの規模や成熟度合い、期待値、意欲の差などに応じた指導が難しい面

があり、経営の改善や需要開拓に向けた支援、新事業展開や高付加価値化の支援等、経営の発達に資す

る伴走型の指導・助言が非効率に行われていることが課題となっています。 

 

（２）支援に対する考え方 
事業計画の策定に当たっては、前述の「地域の経済動向調査」や「需要動向調査」を参考にしながら
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「経営状況の分析」を行い、策定を進めることが必須となります。なお、策定にあたっては傾聴と対話

を通じ、事業者が本質的課題を自らが見出し、自らの強い意志によって課題に取り組む計画を策定する

よう支援します。 

小規模事業者に対し、やみくもに事業計画の策定を促しても非効率であるため、先ずは、巡回訪問や

ホームページ等を通じて経営状況の分析の必要性及び事業計画策定の必要性を PR（訴求）し、同計画

との関係性や期待値が高い事業者をセミナー等に誘導した上で、セミナーにおいて意欲が見られる事業

者を選別し、さらに、支援対象となる事業者の中から、期待度や優先度等を加味して効果的、効率的に

支援を行います。 

また、円滑な事業承継に向けては、早目に綿密な計画を立てることが重要なことから、事業承継計画

の作成メリット、目的、準備方法、作成時期とタイミング、実際の作成等に関するセミナー等を開催す

るとともに、後継者問題を抱えている事業者に対しては、個別に事業承継計画策定を支援します。 

さらに、地域の活性化や雇用の創出のためには、創業者を増やし、安定した経営の継続を支援してい

くことが重要であり、また、今後の支援対象となる小規模事業者そのものを増やしていくことが必要と

なることから、創業・起業に関する支援も積極的に実施します。 

なお、支援に当たっては、以下のマトリクスを参考に進めて行きます。 

 

 

 

 

意

欲

の

程

度 

②採択率を高めるための助言を行い

成功体験を付与する 

④成功事例排出を視野に、より深く踏

み込んだ指導を行う 

①事業者の思いを汲み取り、提出書類

や書き方を助言する 

③事業者の意欲を喚起するため、効果

を高める助言を行う 

                期 待 の 程 度 

茂井康宏氏「経営状況の分析研修」より 

 

（３）目 標 

項  目 現行 令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 9

年度 

令和 10

年度 

令和 11

年度 

事業計画策定事業者数（者） 132 150 160 170 180 200 

 経営指導員一人当たり件数（者） 7～8 8～9 8～9 9～10 10 11～12 

事業承継計画策定事業者数（者） 2 4 6 6 8 8 

創業事業計画策定事業者数（者） 30 32 34 35 35 37 

 

（４）事業内容 
①事業計画の策定を目指す小規模事業者を対象としたセミナー・個別相談会の開催 

主に経営分析を行った小規模事業者等を対象に、専門家（コンサルタント等）による事業計画策

定セミナーを年1回、20名程度の参加者を集めて開催します。 

また、併せて一人当たり1時間程度の個別相談会を実施し、直接、経営課題や経営分析に関するア

ドバイスを行います。 

募集に当たっては、ホームページやSNSを活用するとともに、地元の新聞等への掲載により広くPR

に努めます。 

また、個別相談会参加者に対しては、後日、経営指導員が実訪するなど、積極的なアプローチと

フォローを行います。 
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【カリキュラムの一例】 

 時 間 内 容 

第1回 13:30～

16:30 

①オリジナル性の高い取組を見出す着眼点②思いついた取組の実現

性、有効性の高め方③取組を確実に実行するためのプロセス④具体

的アクションプランの策定方法⑤経営革新計画とは⑥承認される計

画の作り方(前編)   

第2回 13:30～

16:30 

①承認される計画の作り方(後編)・自社の経営革新計画を作る～配

布される独自のフォーマットで計画案を作成～ 

個別相談 

（3日間） 

10:00～

16:00 

セミナー参加者の中から希望制で募集 

 

②事業承継計画の策定を目指す小規模事業者を対象としたセミナー・個別相談会の開催 

事業承継計画の策定を希望する事業者等を対象に、専門家（コンサルタント等）による事業計画策

定セミナーを年 1回、30名程度の参加者を集めて開催します。 

また、併せて一人当たり1時間程度の個別相談会を実施し、直接、経営課題や経営分析に関するア

ドバイスを行います。 

募集に当たっては、ホームページやSNSを活用するとともに、地元の新聞等への掲載により広くPR

に努めます。 

また、個別相談会参加者に対しては、後日、経営指導員が実訪するなど、積極的なアプローチと

フォローを行います。 

【カリキュラムの一例】 

 時 間 内 容 

セミナー 18:00～

19:30 

 

①事業承継と企業経営②事業承継成功のポイント③事業承継計画策

定の必要性④今後の事業展開方法の検討⑤行動計画の策定ポイント 

等 

個別相談 10:00～

16:00 

セミナー参加者の中から希望制で募集 

（法律関係は弁護士、計画策定関係は経営指導員が対応） 
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③創業事業計画の策定を目指す小規模事業者を対象とした創業塾・セミナーの開催 

「産業競争力強化法」に基づく「創業支援事業」を実施する新潟市との連携を深め、新潟市におい

て新たに事業を行う創業者を支援し、安定的な経営が継続できる環境づくりに取り組みます。 

また、新潟商工会議所独自の取組として、県の補助金を得て「創業塾」を年 1回（5回シリーズ）

で 15名程度の参加者を集めて開催し、創業希望者の知識向上を図るとともに、日本政策金融公庫(国

民生活事業)等と連携して「創業支援セミナー」を年 1回、30名程度の参加者を集めて開催します。 

 

④事業計画の策定 

ア．支援対象 

経営分析を行った事業者を対象とし、そのうち熟度の高い7割程度の事業者における事業計画を

実現します。 

なお、事業承継計画及び創業事業計画の策定に関しては、経験の浅い経営指導員のOJTの意味も

含め、1事業者に対し複数の経営指導員が対応します。 

イ．手段・手法 

事業計画策定セミナーの参加者の中で、特に個別相談会参加者に対しては、後日、経営指導員

が実訪してフォローを行います。 

また、必要に応じて専門家によるアドバイスを行って実効性のある事業計画の策定につなげて

いきます。 

 

     

 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 
（１）現状と課題 

事業計画の策定に関しては、各種セミナーの開催及び経営指導員による訪問・窓口相談等を通じて、

積極的な支援を行っているところですが、事業計画策定後における個別のデータ（売上、利益率の変化

等）の把握と管理、さらにそれらに基づくタイムリー且つ的確なアドバイスに欠けていることが課題と

して残されています。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画の策定後は、中小企業・小規模事業者が持続的に発展できるよう、ある程度の期間での支援

を行います。また、初期においては、難しい課題や長い期間を要する取り組みを行わせるのではなく、

少しずつでも成功体験を積むことで大きな変革へとつながり自走化が図られます。 

一方、職員の資質向上や専門家・他の支援機関との連携も進めていく必要があります。さらには、地
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域経済の振興のために行政とも連携しながら施策を行っていく事が重要です。 

 

 

（３）目 標 

項    目 現行 
令和 7

年度 

令和 8

年度 

令和 9

年度 

令和

10年

度 

令和

11年

度 

事業計画フォローアップ対象事業者数（者） 320 350 360 370 380 390 

 

経営指導員一人当たり者数（者） 19～20 19～20 20 20～21 21～22 21～22 

訪問・相談頻度(延べ回数)（回） 320 350 400 440 470 500 

 経営指導員一人当たり回数（回） 19～20 19～20 22～23 24～25 26～27 27～28 

売上増加事業者数（者） 10 100 120 130 140 150 

利益率１％以上増加の事業者数（者） 10 75 80 85 90 100 

事業承継計画フォローアップ対象事業者数（者） 2 4 6 6 8 8 

 訪問・相談頻度(延べ回数)（回） 3 6 9 9 12 12 

事業承継数（者） 2 4 5 5 6 6 

売上増加事業者数（者） 1 2 3 3 3 3 

利益率１％以上増加の事業者数（者） 1 2 3 3 3 3 

創業事業計画フォローアップ対象事業者数（者） 30 32 34 35 35 37 

 訪問・相談頻度(延べ回数)（回） 60 64 68 70 70 74 

 創業数（者） 20 21 22 23 24 25 

 売上増加事業者数（者） 10 11 11 12 12 13 

 利益率１％以上増加の事業者数（者） 10 11 11 12 12 13 

 

 

（４）事業内容 
①事業計画策定後のフォローアップ 

事業計画策定後には、経営指導員が半年に１度、もしくは１年に１度程度、現状を確認して、必要

な指導・助言を行うとともに、国、新潟県、新潟市、（公財）にいがた産業創造機構、（公財）新潟市

産業振興財団等の行う支援策等の紹介・斡旋を行い、フォローアップを実施します。 

なお、事業計画を策定した事業者の全てをフォローアップ対象としますが、事業計画の策定が年度

末になる事業者については次年度以降の対象とします。 

 

②事業承継計画策定後のフォローアップ 

事業承継計画策定後には、経営指導員が半年に 1度程度、もしくは１年に１度程度、現状を確認し

て、必要な指導・助言を行うとともに、以降の円滑な事業承継に向け、経営指導員がよろず支援拠点

や事業引継ぎ支援センターとの連携を密にして相談等に応じるとともに、後継者への財産移転等の高

度で専門的な支援が必要となる場面では、税理士や弁護士等の専門家とともに支援に当たります。 

 

③生産性向上に向けた取組支援 

マネーフォワード（クラウド会計ソフト）等を活用した業務効率化や生産性向上に向けたセミナー

や個別相談会等を開催するとともに、ITコーディネーター等の専門家と連携して IT導入補助金の利

用促進に向けた支援を行います。 

 

④クラウド型経営支援ツール「BIZミル」の導入 

小規模事業者に対する経営指導業務を効率化・高度化し、きめ細やかな経営指導を行うことを目的

に、クラウド型経営支援ツール「BIZミル」を導入し、主に以下の点を強化して経営発達に寄与しま

す。 

ア．経営支援情報（カルテ）の経営指導員間の共有化 

イ．セミナーの受講者管理 

ウ．経営状況分析表（事業計画書）の作成 

エ．決算書データや持続化補助金申請書データのインポート 
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オ．経営発達支援事業実施状況の把握及び国等への適切な報告 等 

 

⑤進捗状況の確認と見直し 

計画と進捗状況の確認に当たっては、経営指導員による内部会議（進捗状況確認会議）を設けて、

都度チェックを行います。 

なお、計画から遅れている事業者に対しては、担当以外の経営指導員も協力して実訪の頻度を高め

るとともに、専門家と同行（もしくは派遣）するなど集中的に支援して改善に努めます。 

 

⑥「小規模事業者持続化補助金」等の活用 

既存の商品・サービスや新規に開発する商品・サービスを用いて新規顧客の獲得や販路拡大を図り

たい事業所に対し、「小規模事業者持続化補助金」の活用を提案するとともに、申請に向けた指導及

びフォローアップに努めます。 
また、魅力的な店舗への改装工事又は備品の購入を補助する新潟市の「次世代店舗支援事業（既存

店魅力向上事業）」の活用を促し、希望者には、申請支援とフォローアップを行い売上・来店客数の

増加につなげます。 

 

 

⑦創業事業計画策定後のフォローアップ 

創業事業計画の策定後、実際の創業に至るまでの指導は元より、創業後に安定的な経営が継続でき

るよう、伴走型の支援を継続します。具体的には担当の経営指導員が 6ケ月毎に経営状況を確認し、

経営分析を行うとともに必要な指導・助言を行います。 

また、経理・税務面での指導を重点的に行うとともに、国、新潟県、新潟市、（公財）にいがた産

業創造機構、（公財）新潟市産業振興財団等の行う支援策等の紹介・斡旋を行い、フォローアップす

るほか、先輩経営者との交流会等を開催して、創業者間のネットワークの強化とメンタル面での支援

を行います。 

なお、創業後の売上の増加や収益の改善に取り組むための新たな事業の実施に必要な設備資金、及

びそれに付随する運転資金を必要とする小規模事業者に対しては、日本政策金融公庫の制度融資の活

用を提案します。 

併せて、融資に必要な事業計画策定の助言等支援を行うとともに、事業計画の実施段階においては、

継続的かつ定期的にフォローアップを実施します。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 
（１）現状と課題 

より多くの人と知り合うことで取引拡大の可能性が高まることから、「フードメッセ in にいがた」

への参加をはじめ、人と人を繋ぐ、いわゆる交流する機会を増やしています。 

また、新潟商工会議所の独自事業として、幅広い業種を集めた「ビジネス情報交換会」を定期的に

開催するなど、自社商品やサービスの PR強化を図るための各種事業を展開しています。 

しかしながら、拡大を続けるｅコマースへの対応や海外展開が遅れていることや、商談会における

成約率が思ったように伸びないことなどが課題として挙げられており、今後は効果的なプレゼン資料

の作成を含め、自社商品を積極的かつ効果的に PRする方法を見出していくことが求められています。 

 

（２）支援に対する考え方 
 新しい付加価値を持つ商品やサービスの開発を念頭に、市場調査・マーケティング戦略の策定や販路

の拡大に資することが支援の際に重要と考えます。そのためには、展示会や商談会の活用が有効と思わ

れますが、持続可能な長期的な成長が期待できるビジネスモデルの作成も必要なポイントであると思わ

れます。 
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（３）目 標 

 

 
※「フードメッセ in にいがた」は新潟商工会議所の支援（補助）対象事業者のみの数。 

            ※「ホームページ」に関しては、現状では商談成約件数及び商談成約金額の把握を行っていない。 

 

（４）事業内容 
小規模事業者に対する販路開拓を目的とした国際展示会・見本市等への出展を支援するほか、新潟商

工会議所が複数回の海外取引を含む商談会を単独で開催することは困難なため、新潟市が主催する「海

外バイヤーとの個別相談会」や、（公財）新潟市産業振興財団が実施する「食の商談促進事業」への参

加を促すとともに、バイヤー等からの意見や商談結果等を共有し、新潟市と協力してフォローアップを

行います。 

また、新潟県等による補助金や他の支援機関等が実施する国際見本市等への出展情報に関しては、新

潟商工会議所のホームページへの掲載やメール送信等による周知回数を増やすなどして広報を強化す

ることで、速報性および周知性の向上を図り、小規模事業者の海外展開の機会拡大を図ります。 

 

➀「フードメッセ inにいがた」（BtoB、BtoC）への出展 

新潟市の特徴である豊かな農産物を活用した食品製造業の販路開拓と認知度の向上を目指す展示

会であり、来場者数は約 1万人、百貨店、スーパー、ホテル、飲食店など多数のバイヤーが来場し多

くの商談が行なわれています。 

新潟商工会議所では、食に関する小規模事業者を支援するため、同展示会への出展支援（出展補助：

10 社）を行うとともに、経営指導員が実際に出展者や来場者にヒアリングを行い、その結果につい

て、当該支援事業者をはじめ広く小規模事業者にフィードバックします。 

 

②海外展開に関する商談会（BtoB）への参加 

海外販路開拓向け事業計画を作成及び新潟商工会議所が作成支援を予定する小規模事業者に対

し、新潟市や（公財）にいがた産業創造機構等と連携し、香港・シンガポール向けの食品商談会な

ど、海外への販路拡大に向けた商談会（海外、国内）への参加を支援します。 

なお、現地の食品関連業者（日系百貨店や高級スーパー等に販路を持つ商社、小売店等）との事前

マッチングの上、1コマ約 40分～1時間程度の商談会を設定します。 

また、職員も現地へ同行し、ニーズを把握するとともに、参加事業者に助言等を行って需要開拓に

つなげます。 

 

③ビジネス情報交換会（BtoB）の開催 
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新たな販路開拓や新商品・サービスの PR・マーケティングを希望する小規模事業者向けに、新潟

商工会議所主催の「ビジネス情報交換会」を年 4回開催し、主に BtoBの販路拡大・ビジネスチャン

スの拡大につなげます。 

プログラム（案） 

1．オリエンテーション（10分） 4．マッチングシート記入・提出（10 分） 

2．プレゼンテーションタイム(30 分） 5．名刺交換・フリーマッチング (25 分) 

3．マッチングタイム（20 分×3 回） 6．アンケート記入・マッチングシート配布(終了) 

          

④ホームページによる取引（BtoC、BtoB）の拡大 

主に事業計画を作成及び作成予定の小規模事業者を対象に、新潟商工会議所のホームページにお

ける企業紹介サイトや、主に地元飲食店を紹介しているサイト「新潟うまいもの」を拡充・強化し

て認知度向上を図り、来店客数や売上増加につなげます。 

なお、両サイトにおいては、それぞれ業種別（食品製造業、情報・通信関連業等）やカテゴリー

別（和食、洋食、イタリアン等）に分類して検索を容易にするとともに、閲覧者からの取引希望や

評価・要望等を吸い上げ易くし、ビジネスチャンス及び売上の増加につなげます。 

 

 

      「フードメッセ inにいがた」 
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Ⅱ．経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 
（１）現状と課題 

新潟商工会議所全体の事業内容に関しては、内部評価制度をとっており、事業評価の反映方針として
は、5 段階評価の場合は評価 2 以下、3 段階評価の場合は評価 1 となった事業については、事業内容の見直

し又は廃止することとしています。 

評価・見直しの結果については、新潟商工会議所の事業報告書に記載し、正副会頭会議、総務委員会、

常議員会、議員総会の議決を経て、求めに応じて自由に閲覧可能とするため事務所内に常備しています。 

主に経営発達支援事業を行う中小企業振興部の事業全般に関しては、毎年度、小規模企業振興委員の連

絡会議において、事業の実施状況と成果を報告し、受益者の立場から事業内容等について意見を伺ってい

ます。また、毎年連絡会議を実施して、半期の事業報告ならびに下期の事業計画について説明し、事業内容

等について意見を伺っています。 

頂戴した意見は、同年度の事業執行の際に反映すると共に、次年度の小規模事業者支援に関する事業計

画策定に際して参考としています。 

また、経営発達支援事業に伴う各種経営セミナーの事業評価については、受講者からのセミナー内容等の 5

段階評価の書面アンケートを収集して、次年度以降のテーマ設定や講師選定の参考としています。 

但し、現状では、上述の評価が事業実施の“数”や“回数”などの量的な部分に重点が置かれる傾向

にあり、“成果”に焦点を当てた評価・見直しに乏しい面があることと、経営発達支援事業に特化した

評価・見直し体制が整っていないことなどが課題として挙げられます。 

また、経営発達支援事業の内容・結果及び評価や見直し内容等が当事者である小規模事業者に伝えき

れていないこともひとつの課題です。 

 

（２）事業内容 
上記（１）の評価過程に関する取組を継続して行うとともに、新潟商工会議所の経営指導員と新潟市の担

当者及び外部有識者・専門家による「小規模事業者の経営支援に関する連絡会議（仮称）」を設置し、経営発

達支援事業の現況把握や評価、見直しを行います。 

なお、同連絡会議は年 2回の開催を基本とし、特に各年度の事業終了後の５月または６月に開催し、必要に

応じて新潟県の担当者をオブザーバーに加え、参考意見を取り入れます。 

また、事業内容及び評価や見直し内容（結果）をホームページ及び商工会議所会報誌に掲載するとと

もに、さらに、同計画に大きな変更が生じた場合には、新潟商工会議所の正副会頭会議に報告し承認を

得ます。 

①小規模事業者の経営支援に関する連絡会議の構成メンバー 
ア．新潟商工会議所中小企業振興部（法定経営指導員を含む経営指導員等） 

イ．新潟市経済部産業政策・イノベー ション推進課 

ウ．外部有識者・専門家（中小企業診断士等） 

 

②検討内容 

ア．経営発達支援計画の進捗状況、評価、見直しについて※ 

ａ．各種経済調査結果（実施回数、公表回数等） 

ｂ．各種経営分析結果（セミナー回数・人数、分析数等） 

ｃ．各種業計画状況（策定件数等） 

ｄ．フォローアップ結果（事業者数等） 

ｅ．改善結果（売上増加数、利益率増加数等） 

ｆ．展示会・商談会開催結果（商談成約件数・成約金額等） 等 

イ．支援先の動向について 

ウ．新潟市の施策の動向について 

エ．管内の景気動向について 等 

 ※評価については５段階評価を基準とし（５：目標達成、４：概ね達成、３：半分程度達成、２：未達成、１：未実

施）定量的な評価を行います。目標を達成できなかった項目については事業の見直しや改善策を検討し、

連絡会議において報告承認後、次年度事業において改善対応を図ります。 
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１０．経営指導員等の資質向上等に関すること 
（１）現状と課題 

日本商工会議所主催の「県庁所在都道府県中小企業相談所長会議」をはじめ、「22大都市 CCI相談所

運営担当課長会議」、「北陸信越ブロック商工会議所中小企業相談所長会議」、「特定商工会議所相談所

直面問題会議」、「商工会議所経営指導員全国研修会」、「小規模事業者支援ワーキンググループ会議」

など数多くの会議や研修の場に参加して、支援ノウハウや支援の現状、各地域の経済動向等について

情報交換を行っています。 

また、新潟商工会議所が幹事となり新潟県商工会連合会と共同開催する「経営指導員研修」や中小

企業大学校の研修、日本商工会議所が主催する「支援能力向上研修」等に参加して、相談者の売上や

利益の確保・拡大を重視した支援能力の向上を図り、支援現場で活かしています。 

しかしながら、経営指導員一人当たりの支援対象の数も多いことから、担当者が各々で経営支援を

行っているケースが多く、支援ノウハウを共有しづらいことが課題として残っています。支援力の向

上にもDX化を図る必要があります。 

さらに、経営指導員のスキルに格差があることから、経験年数に合わせたきめ細かい研修、勉強会

等の実施が求められています。 

 

（２）事業内容 
①各種研修会への参加 

日本商工会議所が主催する各種階層別・地域別会議に参加するほか、経験年数により、経営指導

に不足している能力や苦手な点等を把握した上で、経営発達支援事業に資する「問題発見・課題抽

出法」や「マーケティング」等の研修・事例報告会等に最低１名以上派遣し、国などの中小企業振

興策の最新情報や個社の売上増加や利益の確保・拡大に関する専門知識の習得に努めます。特に、

経営指導員に必要な「傾聴と対話」の習得・向上については、全指導員が参加する経営指導員研修

において毎年実施していくことを予定。 

また、新潟商工会議所が幹事となり新潟県商工会連合会と共同で開催する「経営指導員研修」や

「下越 8 商工会議所研究会」に参加し、経営指導員が同時期に同レベルの支援ノウハウを習得しま

す。 

さらに、中堅の経営指導員においては、中小企業大学校が実施する「専門研修」や中小企業基盤

整備機構が主催する「人材育成研修会」等に参加し、より一層知識を深めるとともに、実践能力と

後継者育成スキルを高めます。 

ア．県庁所在地都道府県中小企業相談所長会議 

【対象】相談所長・部長級 【開催頻度】年 1回 

イ．22大都市CCI相談所運営担当課長会議 

【対象】課長代理、係長級 【開催頻度】年 1回 

ウ．北陸信越ブロック商工会議所中小企業相談所長会議 

【対象】相談所長・部長級 【開催頻度】年 1回 

エ．特定商工会議所相談所直面問題会議 

【対象】係長級 【開催頻度】年 1回 

オ．商工会議所経営指導員全国研修会 

【対象】主任級 【開催頻度】年 1回 

カ．小規模事業者支援ワーキンググループ 

【対象】次長・課長級 【開催頻度】年 3回 

キ．経営指導員研修 

【対象】全経営指導員 【開催頻度】年 5回 

ク．下越 8商工会議所研究会 

【対象】主任級 【開催頻度】年 2回 

ケ．中小企業大学校等主催の研修会 

【対象】課長代理、係長級 【開催頻度】年 1回 
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②研修内容の共有 

研修内容の共有方法としては、原則報告書の供覧で行っていますが、さらに、供覧が済んだ頃を

見計らって「部内会議」を開催し、改めて情報共有を図るとともに、速やかに経営指導員同士で意

見交換を行なって喫緊の指導業務に役立てます。 

また、「部内会議」とは別に一般職員も出席可能な「経営支援研究会」を四半期に一度（必要に応

じて随時）開催し、個々が研修で得た情報や指導ノウハウを経験の浅い経営指導員や一般職員にも

分かり易く説明することで、若手の人材育成と組織における全体的な支援能力の向上につなげます。 

なお、研修資料（報告書等）は、共有の書棚に保管し、誰もが必要な時に閲覧できる状況を保ち

ます。 

 

③実践的な経営指導能力の向上のためのOJTの実施 

新潟商工会議所では、若手の経営指導員の比率が高まってきていることから、Off-JTとOJTの連動

により、経験の浅い経営指導員の指導能力及び組織全体の経営支援能力の向上を図ります。 
具体的には、経験の浅い経営指導員や補助員については、経営革新・マーケティング・資金繰り

などの課題解決においてベテラン指導員とチームを組み、OJTにより支援ノウハウを学ばせ、多くの

事例を経験することにより問題解決スキルの習得を目指します。 

また、新潟商工会議所のエキスパートバンク事業等の専門家派遣に帯同して専門的な相談や実例

に基づくアドバイスに接しながら、効果的、効率的に指導手法を学びます。 

なお、前述の「経営支援研究会」において、実際のマル経の推薦書や経営改善計画書に基づき、

経営状況の分析結果等の共有を図るとともに、事例の課題、改善点を説明することで「説得力ある

提示能力」を養います。 

 

④主催セミナー等の活用 

経験の浅い経営指導員には、新潟商工会議所が主催する創業や経営革新、売上向上、販路拡大な

どをテーマとする各種経営セミナーの担当者に任命し、講師との折衝や案内チラシの作成段階から

経営指導の学習の場として参画させて経験を積ませます。 

また、出席者と一緒に聴講した研修の内容を整理した「実施報告書」の作成を義務付けており、

それらのレジュメやセミナーの内容を職員間で供覧することで知識の共有化を図り、小規模事業者

の売上向上、利益確保に向けたアドバイスの一助とします。 

さらに、経営指導員以外の職員にも可能な限り聴講するよう促し、新潟商工会議所職員全体の底

上げにつなげていきます。 

 

⑤職員全体の資質向上の取組 

経営指導員はもちろんのこと、一般職員の自己研鑽を促進するため、新潟商工会議所では、簿記検

定やリテール・マーケティング検定、ビジネス実務法務検定、ファイナンシャルプランナー検定、PC

検定など、小規模事業者の経営支援の基礎となる知識の習得を促進する「資格取得促進制度」を独自

に設けて組織全体の資質向上につなげます。 
なお、経済社会の変化に伴い新設される資格で小規模事業者の支援に役立つと思われるものについ

ては、適宜対象資格に加えて、職員の資格取得意欲を継続させるよう適宜制度の見直しを図ります。 

 

⑥経営支援業務の DX化への取組 

モバイル端末等の活用により、オンライン相談やリモートワークを推進します。また、窓口相談や

や事業所先において、これまでの経営相談時における「課題・相談事項」や「指導内容」等をその場

で確認可能にすることで、より事業者との円滑なコミュニケーションを図り、対話と傾聴を通じた本

質的課題の掘り下げを行っていくことで、経営者自身が“真の課題”を認識・把握につなげていきま

す。 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 
（１）現状と課題 

新潟市や（公財）新潟市産業振興財団、市内商工会議所、金融機関と連携して相談会、セミナー等

を企画・運営する中で、より良い実施方法、手法などについて情報交換・意見交換を行うほか、中小
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企業支援連携ミーティング等において、各種支援情報の共有や必要な施策の検討を行う勉強会等の場

を設けています。 

なお、金融支援や創業支援に関する各種連携機関に参画していますが、各機関の報告が中心となる

場合も多く、また、それぞれの会議や研修会、意見交換会等においては参加する人数が限られること

から、その場で得た情報や知識などをいかに速やか且つ的確にフィードバックできるかが課題となっ

ています。 

 

（２）事業内容 
①「日々是新」（ひびこれあらた）への参画（年 10回） 

次世代リーダーのイノベーションマインドを刺激し、多くのビジネスパーソンの出会いや、新し

いビジネス・新しいイノベーションの創出機会として、ビジネスマッチングや産学官連携などを目

的として開催されるイベント「日々是新」を企画・運営する新潟市産業見本市実行委員会に参画す

るとともに、定例会には経営指導員が必ず出席し、（協）新潟県異業種交流センターや新潟市ソフト

ウェア産業協議会、新潟県中小企業家同友会、（公財）にいがた産業創造機構等と実施内容について

協議し、その内容を経営指導員等にフィードバックします。 

 

②中小企業支援連携ミーティングへの参画（年 1回） 
「中小企業支援連携ミーティング」に参加し、新潟県信用保証協会と県内 5か所の商工会議所・

商工会の実務担当者との間で小規模事業者の経営改善や再生スキルの向上を図るための支援ノウ

ハウ等に関する情報交換を行ない、その内容を経営指導員等にフィードバックします。 

 

③マル経協議会への出席（年２回） 

日本政策金融公庫と県内下越地区 6 商工会議所によるマル経協議会に出席し、金融斡旋を通じた

支援実績や指導手法に関する意見交換、情報交換を行なう中でノウハウを学び、効果的な金融支援

につなげます。 

 

④新潟地域連携協議会の参加（年 3回程度） 

新潟県内の主要企業、商工団体や行政、金融機関、大学らが集まる「新潟地域連携コミュニティ」

に参加し、若者雇用・定着、新潟地域人材の育成に取り組む産金官学の各機関の交流を通じて、新

潟県の人口減少対策と地域活性化を目指しています。 

    

 １２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 
（１）現状と課題 

交流・居住・就労といった 3 つの人口を見据えたまちづくりが肝要であり、そのためにはまちなか

の魅力を磨き、広く発信することで新たな賑わいを創出し、中心市街地を力強く再生させなければな

りません。とりわけ、大型商業集積が撤退していく古町周辺地区の再生を喫緊の課題と位置づけ、行

政機能の移転や再開発事業を契機とした中心市街地の再生に向け、商店街や行政、関係機関と連携し

て各種取組の推進を図っていきます。 

また、新潟駅連続立体交差事業が完了し今後は関係団体と協力し、新潟駅とその周辺整備による拠

点性向上及び中心市街地全体の活性化を目指すとともに、新潟の中心市街地における大きな魅力であ

る水辺（日本海、信濃川等）を活かしたまちづくりを推進します。 

さらに、中心市街地でのイベントを継続して実施し、中心市街地の魅力向上と賑わいの創出を図り

ます。 

なお、新潟商工会議所では、以下をはじめとする各種団体・協議会等に参画し、役割分担・機能分

担を行う中で具体的な事業に取り組みます。 

 

（２）事業内容 
 ①中心市街地の活性化に向けた賑わい創出の取組 

ア．古町活性化まちづくり協議会 

新潟商工会議所と新潟市、地元商店街組織からなる「古町活性化まちづくり協議会」を年間 4

回程度開催し、各々が実施するイベント等の情報交換を行い官民が連携した効果的な事業を推進

します。 
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古町活性化まちづくり協議会構成メンバー 
 新潟商工会議所、新潟市、新潟古町まちづくり㈱、（公財）新潟市産業振興財団 

 

イ.新潟駅・万代エリアプラットフォーム 

新潟駅・万代地区周辺将来ビジョンを具現化するため、エリア関係者で情報と課題を共有すると

ともに、公民連携のまちづくりを推進し、新潟駅・万代地区周辺エリアの新たな魅力と価値を創出

することを目的に各種事業を推進します。 

新潟駅・万代エリアプラットフォーム構成メンバー 
新潟商工会議所、新潟市、新潟駅前弁天通商店街振興組合、新潟駅前商工振興会、新潟ビルヂング

協会、㈱新潟日報社、新潟交通㈱、東日本旅客鉄道㈱新潟支社、万代シテイ商店街振興組合、北陸

地方整備局（オブザーバー） 

 

ウ．にいがた総踊り祭実行委員会 

まちの賑わいの創出に向け、日本最大級・オールジャンルの踊りの祭典「にいがた総おどり」（年

1 回：3 日間、会場：新潟市内数か所、主催：にいがた総踊り祭実行委員会、新潟商工会議所）を

実施します。 

 

②観光振興等に向けた取組 

平成 31年の開港 150 周年をひとつの契機とし、海外クルーズ船の誘致をはじめとした、“みなとま

ち新潟”の発展につながる具体的な事業及び港づくりを推進していくとともに、“みなとまち新潟”

を広く PRし、内外からの来客を増加させるため、新潟まつりを継続して実施します。 

観光振興の面で重要なポイントとなる新潟空港に関しては、新型コロナウイルスの 5類移行などに

より、令和 5年度の利用者数が 105.6万人を超えるなど、令和元年度との比較で 9割超の水準まで回

復しました。国内線の利用者は、地域航空会社トキエアが 1月に札幌・丘珠に就航後、仙台・中部国

際に路線を開設し、今後も関西方面の路線開設を予定しています。国際線は、新型コロナウイルスの

影響で運休していた定期路線が再開しましたが、一部路線で運休前の便数に戻っていないことから、

令和元年度英は 4割超に留まっています。インバウンドが活況を呈する中で都市間競争はさらに厳し

さを増していることから、既存路線の安定運航はもとより、新たな LCC路線の誘致（ミッション参加）

など、新潟発着の路線拡充に向けた、官民一体となった取組をより一層積極的に行います。 

また、7月には新潟県民の念願である「佐渡の金山」世界文化遺産登録が決定しました。今後も国

内外から多くの方々に本県を訪れていただき、「佐渡島の金山」の文化遺産としての価値や、佐渡・

新潟の魅力を知っていただけるよう、引き続き情報発信に取り組みます。 

なお、新潟商工会議所としては、新潟県と新潟市による連絡会等に参加し、情報共有を図る中で官

民一体となった各種取組を進めていくほか、以下をはじめとする各種団体・協議会等に参画し、役割

分担・機能分担を行う中で具体的な事業に取り組みます 

 

ア．新潟まつり実行委員会 

新潟市のメインイベントである新潟まつり（年1回：3日間）の開催に向け、新潟商工会議所会頭

が実行委員長を務める新潟まつり実行委員会において、全体会議を年2回、企画検討委員会及び拡

大部長会議を年2～3回開催します。 

なお、新潟商工会議所は、総務部など各部会の事務局を務めるとともに、募金・協賛金集めを担

当するほか、まつり当日はまつり全体の運営に携わります。 

新潟まつり実行委員会委員会構成メンバー 
新潟商工会議所、新潟市、新潟青年会議所、白山神社、新潟三業協同組合、新潟漁業協同組合、 

新潟万代太鼓振興会、市民神輿会 

イ．新潟空港整備推進協議会幹事会 

新潟商工会議所が事務局を持ち、年1回の総会を開催するほか、年に3～4回幹事会を行い、空港

の利用状況や新規路線開設に向けた動き、新潟空港の整備推進や利用促進に向けた新潟県や新潟市

の取組などの情報を共有するとともに、ホームページを運営して広く情報提供に努めます。 

新潟空港整備推進協議会幹事会構成メンバー 
新潟商工会議所、新潟市（観光・国際交流部）、新潟県（交通政策局）、新潟交通㈱、新潟空港ビル 

ディング㈱ 

ウ．佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議 

「佐渡の金山」世界文化遺産登録の早期実現と将来にわたる価値の継承を期し、官民一体となっ

て県民運動を展開していくため、新潟商工会議所（県連）会頭が共同代表となり国等に対する要望
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活動を実施してきました。本年 7月に世界遺産登録が実現され、今後は同会議を発展的に改組する

予定であり、新潟商工会議所も継続参加を予定しています。 

佐渡金銀山世界遺産登録推進県民会議共同代表メンバー 
新潟商工会議所（連合会）、新潟県商工会連合会、新潟県中小企業団体中央会、新潟経済同友会、 

新潟県観光協会、新潟大学、新潟県「佐渡金銀山」世界遺産登録議員連盟、佐渡市世界遺産登録推 

進議員連盟 

エ．県・市港湾・空港・観光活性化連絡会 

新潟県と新潟市の港湾・空港及び観光に関する担当者がそれぞれの方向性や取組を共有する年 2

回開催される連絡会に、新潟商工会議所からも担当者がオブザーバーとして参加し、情報を共有

するとともに、各部会・委員会等にフィードバックして地域活性化の一助とします。 

県・市港湾・空港・観光活性化連絡会構成メンバー 
新潟商工会議所、新潟市（都市政策部、観光・国際交流部）、新潟県（交通政策局、観光局） 

③地域資源を活用した魅力向上及び地域の活力を高める事業 

ア．古町芸妓と料亭文化を若年層へ PR する事業の実施 

新潟三業協同組合や関係団体と連携して、若い世代に古町芸妓の舞・講話や地元料理を特別価格

で提供することで、古町芸妓や料亭文化の魅力を体験してもらい、その後の長期的な消費喚起に繋

げるとともに、参加者による SNS 投稿等を促すなど、さらなる情報発信に取り組みます。 

 

イ．古町芸妓育成支援事業 

新潟市のブランド・財産としても期待される「古町芸妓」については、踊りや唄、三味線等の伝

統芸能を後世に伝え残していくため、若手芸妓の育成を支援する育成プログラムを継続して実施

し、一般市民等を対象にした成果発表会「華つなぐ道」を開催します。 

     古町芸妓育成支援協議会構成メンバー 
新潟商工会議所、新潟市、新潟三業組合、柳都振興後援会、市山流宗家、新潟芸妓置屋組合、 

（公財）新潟観光コンベンション協会 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和６年 12月現在） 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の

経営発達支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／

経営指導員の関与体制 等） 
職員総数：34名 

経営指導員：18名、補助員：3名、一般職員：13名 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     連絡 調整 

 

「小規模事業者の経営支援に関する連絡会議(仮称)」 

 

評価・見直し 

                    有識者・専門家 

 

                    新潟県 

            オブザーバー 

 

     新潟市経済部産業政策・イノベーション推進課  

 

 

 

専務理事 1名 

総 務 部 

中小企業振興部 （法定経営指導員 1名） 

総合政策課(経営指導員 2名、一般職員 1名) 

まちづくり支援課(経営指導員 2名、一般職員 1名) 

事 業 部 

広域経営支援センター(経営指導員 2名) 

会員サービス課(経営指導員 2名、補助員 2名、一般職員 1名)  

理事・事務局長 1名 

経営相談課(経営指導員 5名、一般職員 3名) 

総 務 課(経営指導員 4名、補助員 1名、一般職員 3名) 

常務理事 1名 

理事・事業部長 1名 
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（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第 7条第 5項に規定す

る経営指導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 
 ①当該経営指導員の氏名、連絡先 

   氏 名：南圭祐 

連絡先：〒950－8711 新潟市中央区万代島 5－1 万代島ビル７階 

電話：025-290-4411  FAX: 025-290-442１ 

e-mail：soudan@niigata-cci.or.jp  

 

②当該経営指導員による情報の提供及び助言（手段、頻度 等） 

部内会議等を通じ、経営発達支援事業の実施・実施に係る指導及び助言を行うとともに、一般職

員も交えた「経営支援研究会」を四半期に一度（必要に応じて随時）開催し、目標達成に向けた進

捗管理や事業の評価・見直しをする際の必要な情報の提供等を行います。 

また、新潟市との連絡会議への出席を必須とし綿密な連携を図ります。 

 

 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 
①商工会／商工会議所 

〒950－8711 新潟市中央区万代島 5－1 万代島ビル７階 

  新潟商工会議所 中小企業振興部 経営相談課 

電話：025-290-4411  FAX: 025-290-4421 

e-mail：soudan@niigata-cci.or.jp URL http://www.niigata-cci.or.jp 

 

②関係市町村 

〒951-8554  新潟市中央区古町通 7番町 1010 番地 

  新潟市 経済部 産業政策・イノベーション推進課 

電話：025-226-1610  FAX: 025-224-4347 

e-mail：sangyo@city.niigata.lg.jp URL https://www.city.niigata.lg.jp/ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

mailto:soudan@niigata-cci.or.jp
mailto:soudan@niigata-cci.or.jp
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                      （単位 千円） 

 
令和 7年度 令和 8年度 令和 9年度 令和 10年度 令和 11年度 

必要な資金の額 15,900 15,900 15,900 15,900 15,900 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

調査研究費 

出展支援 

印刷費 

専門家派遣費 

会場使用料 

旅費  

研修費 

 

300 

13,000 

300 

1,500 

300 

300 

200 

 

 

300 

13,000 

300 

1,500 

300 

300 

200 

 

 

300 

13,000 

300 

1,500 

300 

300 

200 

 

 

300 

13,000 

300 

1,500 

300 

300 

200 

 

 

300 

13,000 

300 

1,500 

300 

300 

200 

 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費収入、国補助金、県補助金、市補助金、事業受託費、各種事業収入 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


